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注意事項・免責事項

◼注意事項

本事業は、農林水産省からの委託により、株式会社野村総合研究所が実施したものであり、本報告書の内容は農林水産省の見解を示すもの

ではありません。

◼免責事項

本報告書に含まれるすべての情報は、調査時点で正確かつ信頼できると思われる情報源から調査・作成されたものですが、その正確性、完全性

を保証するものではありません。農林水産省及び委託事業者である株式会社野村総合研究所は、本報告書の記載内容に関して生じるいかなる

損失又は損害に対し、一切の責任を負うものではありません。
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本事業の調査内容および結果の概要（1/2）

Executive Summary

本事業では、国内における食肉需給構造と将来の食肉市場に起き得るシナリオを分析し、それをもとに政策の提言を行った

◼国内の食肉需給構造について、統計データによる定量分析および文献調査・事業者ヒアリングによる定性分析により、需給構造モデルの構築

を行った

◼マクロ分析により、将来の食肉需給構造に係るシナリオを選定した

⚫ 抽出されたシナリオは、以下の９通りである

① 新興国の経済発展や人口増大

② 経済連携協定による輸出入関税の削減

③ 地政学リスクによるロジスティクス、経済の不安定化

④ 感染症による経済活動の停滞

⑤ 家畜伝染病による供給の不安定化

⑥ 原料（穀物等）価格の上昇

⑦ 牛・豚肉から鶏肉への需要の移動

⑧ 少子高齢化による労働力不足

⑨ 代替タンパク質源の需要拡大

⚫ 発生確度およびインパクトを評価し、①、④、⑤、⑥、⑧を重要シナリオとして位置づけ、発生時の影響を分析した
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本事業の調査内容および結果の概要（2/2）

Executive Summary

◼重要シナリオ* への対応に向けた課題の分析

⚫ 抽出された課題は、以下の６通りである

① 生産基盤拡大

② 人材の育成・確保

③ 家畜衛生の強化

④ 流通体制の強化

⑤ 国産飼料の生産・利用拡大

⑥ 経営安定化の支援拡大

⚫ これらの課題に対して、以下の取組が必要であると思料される

• 生産現場の自動化促進

• チェックオフ制度の導入

• 若手生産者への支援拡大

• 家畜衛生モニタリング体制の情報システム化

• 輸出の拡大

• 海外穀物事業の推進検討

*重要シナリオ

• 新興国の経済発展や人口増大

• 感染症による経済活動の停滞

• 家畜伝染病による供給の不安定化

• 原料（穀物等）価格の上昇

• 少子高齢化による労働力不足
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本事業における背景および実施事項

本事業の背景

近年、食肉の消費量上昇に伴い、食肉

自体の輸入増大に加えて飼料や原料の

海外依存度も高まっている

また、世界的な人口増加や代替タンパク

質源などの新たなタンパク質源の登場、

環境配慮への意識の高まりなどにより、

食肉需給構造は長期的な影響を受ける

と見込まれている

本事業における実施事項

• 国内における食肉需給構造分析

– 牛肉・豚肉・鶏肉の需給構造モデル構築

– 定量分析（統計分析）および定性分析

• 食肉需給に係るシナリオ分析

– マクロ環境分析を通じたシナリオの抽出

– アンケート/ヒアリングを通じたシナリオの評価および

重要シナリオの特定

– 重要シナリオにおける影響分析

• 課題の抽出および政策提言

– 重要シナリオの対応に向けた課題の分析

– 政策提言
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食肉需給構造分析においては、定量分析と定性分析を組み合わせ、一般モデルを構築した

国内食肉需給構造の分析｜モデル構築の方法論

食肉需給構造分析

需給構造モデル構築

• 定量分析および定性分析の結果を総合した一般モデルを構築

定量分析

• 畜種別のパス分析実施

• 各種統計データを用いた変数間の因果関係の解明

• 分析ソフトはSPSS AMOSを使用

定性分析

• 文献調査、アンケート・ヒアリング等の結果をもとに、統計分析で

は捉えきれない因果関係を分析定性分析

定量分析

需給構造モデル

食肉需給構造モデル構築の考え方
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定性効果および定量効果を総合した国内における食肉需給構造モデル

国内食肉需給構造の分析｜食肉需給構造モデル

定量（ー）

定量（＋）

定性（ー）

定性（＋）

穀物価格

為替

飼料価格

枝肉生産量

（牛肉）

出回り量

（牛肉）

輸入量

（牛肉）

国産牛肉

小売価格

輸入量

（鶏肉）

和牛

卸売価格

生産量

（鶏肉）
出回り量

（鶏肉）

国産豚肉

小売価格

国産豚肉

輸入量

枝肉生産量

（豚肉）

出回り量

（豚肉）

ブロイラー

農家販売価格

鶏肉

卸売価格

消費者物価

鶏肉

小売価格

家計所得

注）定量効果はパスモデル、定性効果は文献調査・ヒアリング等を基にして作成
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PEST分析により食肉を取り巻くマクロトレンドを整理し、食肉の需給構造に影響を与え得るシナリオを選定した

食肉需給構造に係るシナリオ抽出｜シナリオの定義と選定

◼ PEST分析とは、Political（政治）、Economic（経済）、Social（社会）、Technological（技術）の要素を分析するマクロ分析の手法であり、現

在、食肉を取り巻くマクロ環境は、以下のように変化している

出所）IMF、農林水産省

イメージ出所）日経ビジネス
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PEST分析から、将来の食肉市場に起きうるシナリオを９通り抽出した

食肉需給構造に係るシナリオ抽出｜シナリオの定義と選定

キードライバーマクロトレンド

グローバル化のさらなる進展

地政学リスクの顕在化

経済の不確実性増大

気候変動

国内消費動向の変化

食品技術の発展

食肉需給構造のシナリオ

新興国の経済発展

経済連携協定の拡大

ロジスティクスの不安定化

感染症・家畜伝染病の発生・蔓延

地域紛争の頻発・長期化

国際金融市場のボラティリティー増大

自然災害リスクの増大

消費志向の変化

人口の減少

主要国間の対立の深刻化

食品技術の発展

食のサステナビリティへのシフト

出所）NRI作成

1

2

3

4

5

6

7

8

地政学リスクによるロジスティクス、経済の不安定化

（食肉輸出入の不安定化）

家畜伝染病による供給の不安定化

（食肉輸出入の不安定化）

原料（穀物等）価格の上昇

（食肉生産の不安定化）

少子高齢化による労働力不足

（食肉生産の不安定化）

代替タンパク質源の需要拡大

（食肉需要の低下）

感染症による経済活動の停滞

（食肉輸出入の不安定化）

牛・豚肉から鶏肉への需要の移動

新興国の経済発展や人口増大

（食肉輸入環境悪化・輸出機会拡大）

経済連携協定による輸出入関税の削減

（食肉輸出入機会拡大）

9
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アンケート調査の概要

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜アンケート概要

回収期間 2022年12月22日～2023年1月20日

対象企業

日本食肉輸出入協会のうち15社

日本ハム・ソーセージ工業協同組合・一般社団法人日本食肉加工協会のうち19社

JAグループのうち11社

（アンケート回収数は21社）

質問内容

◼将来の食肉需要構造について

⚫ 今後10年間で食肉需要に関して発生可能性のある各シナリオについて

•重要度はどれくらいか

•発生確率はどれくらいか

•各シナリオが発生した場合、自社の食肉関連事業に及ぼす影響の大きさはどれくらいか

•具体的に検討している対応策は何か

◼食肉需要構造の安定化に向けた事項

⚫ 今後、我が国全体の安定的な食肉需給における課題は何か

⚫ 上記課題解決に向けて各事業者においてどのようなハードルがあるか

⚫ 上記課題を解決するために必要な取り組みは何か

◼ その他、事業活動に必要な取り組みはあるか
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食肉事業者に対するアンケートとヒアリングにより、シナリオを評価した

インパクト大インパクト小

確度高い・すでに顕在化している

確度低い

3 地政学リスクによるロジスティクス、経済の不安定化 5 家畜伝染病による供給の不安定化

6 原料（穀物等）価格の上昇

8 少子高齢化による労働力不足

4 感染症による経済活動の停滞

7 牛・豚肉から鶏肉への需要の移動

1 新興国の経済発展や人口増大

2 経済連携協定による輸出入関税の削減

代替タンパク質源の需要拡大9

注）各シナリオの発生確率について、「すでに起きており今も続いている」＝5点、「1年以内」＝4点、「5年以内」＝3点、「10年以内」＝2点、「10年以内に起きない」＝1点、「分からない」＝除外、

自社の食肉事業に及ぼす影響について「大きい」＝3点、「ある程度」＝2点、「小さい」＝1点、「分からない」＝除外として算出し、各項目の平均点を上図のX軸、Y軸としてシナリオを四象限に分類している

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜シナリオ評価結果
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重視しているシナリオに対して最も多く検討されている対応策は「原材料調達先の分散」であった

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜アンケート結果

9

6

5

4

4

1

1

1

事業ポートフォリオの見直し（取扱品目、事業エリアの変更など）

シナリオ・プランニング

SCMの効率化・強靭化（代替輸送手段の確保など）

原材料調達先の分散

経営戦略の見直し（財務・人事戦略の見直しやDX化など）

危機管理体制の強化（リスク管理組織・役員の設置など）

BCPの策定

その他

重視しているシナリオ*に対して検討している対応策（複数回答）

*「重視しているシナリオ」とは、回答者がアンケートにて、重要度を「とても重要」、発生確率を「既に起きており今も続いている」、自社の食肉事業に及ぼす影響を「大きい（30%以上）」と回答したシナリオを指す
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食肉需給において「飼料の安定輸入」や「国内における食肉の生産増大」が課題と考えられている

課題を解決する上で、「労働者不足」が事業者にとって最もハードルとなっている

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜アンケート結果

16

14

12

10

8

1

国内における食肉の生産増大

食肉の安定輸入

0

国産飼料生産の増大

食肉の輸出拡大

その他

飼料の安定輸入

代替たんぱく源（大豆製品、

細胞培養食品など）の普及

18

16

14

8

8

7

7

7

1

生産農場の制限（農地等）

家畜伝染病による輸入停止リスク

労働力不足

飼料の安定供給

食肉処理能力の制限

国際的な食肉価格の高騰

国際的な飼料価格の高騰

国際的な物流の混乱

その他

食肉需給における課題（複数回答） 課題解決に向けての事業者のハードル（複数回答）
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事業者は食肉需給における課題を解決するために、「畜産農家における経営改善（省力化・自動化など）」や「食

肉処理加工施設（輸出対応型を含む）の整備」が必要と考えている

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜アンケート結果

15

14

13

9

8

5

食肉の輸出拡大に向けた取組（海外での販路開拓支援）

飼料自給率向上に向けた取組

畜産農家における経営拡大の取組

畜産農家における経営改善（省力化・自動化など）

輸入リスクの低減に向けた取組

その他

食肉処理加工施設（輸出対応型を含む）の整備

0

食肉需給における課題を解決するために必要だと思う取り組み（複数回答）
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【参考】シナリオに対する食肉加工業者の主なコメント

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜ヒアリング結果

シナリオ

①新興国の経済発

展や人口増大

⑤家畜伝染病による

供給の不安定化

⑥生産コスト（飼料、

エネルギー等）の上昇

⑧少子高齢化による

労働力不足

⑨代替タンパク質源

の需要拡大

コメント内容

• 特に2022年度は海外の肉相場が高かったので買い負けは起きている。主に中韓に負けることが多い

• 調達先国を多様化しようとはしているものの、拡大余地は少ない

• 家畜伝染病は豚熱など、事業に影響が大きい

• 業績という面では生産コストの上昇が最も影響が大きい。生産事業として飼料価格の上昇は影響が大

きい。前年の価格から補填金・積立金が発生するが、需給の問題があり、小売価格には転嫁できない。

短期的目線では生産コストの部分が重要である

• 人口減少による労働力不足は、顕在である。外国人研修生を入れることで何とか維持しているが、今後

制度で維持できなければ厳しい

• 現場の自動化・DX化も試みているが、解体・加工の作業は個体差が激しく、どうしても労働集約型にな

らざる得ない部分もある

• 代替タンパクの需要拡大はサステナ観点で影響が大きい。そもそも畜産は環境負荷が大きいが、国内に

おける普及には時間がかかるだろう。そのため、対応の時間軸的には中長期の問題であるとみている
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【参考】シナリオに対する食肉生産者の主なコメント

シナリオ

⑥生産コスト（飼料、

エネルギー等）の上昇

⑧少子高齢化による

労働力不足

⑨代替タンパク質源

の需要拡大

コメント内容

• 企業用途の大きな農場では恒常的な人手不足が起こっている

• 飼料の物流・流通の効率化ができれば大きな業務改善に繋がるのではないか

• 向こう10年で急速に動物タンパクが代替タンパク質源に置き換わることはないと考えており、重要度は比

較的低いと考えている

• 日本は飼料自給率が低い為、供給側には大きな影響がある

• 豚や鶏の生産コストに占める飼料コストの割合は年々上昇している。これは世界的な人口増加、中国

での食肉需要の増加、バイオエタノールへの活用といった穀物の新たな需要開拓が主な原因である

• 飼料価格は地政学リスクの影響を直に受けるものであり、日本価格は世界価格と連動している

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜ヒアリング結果
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重要シナリオによる国内への影響は以下のように想定できる

穀物・飼料 輸入 国産

シナリオ１

需要
• 食肉需要増大による飼料への需要

増大
• 変化なし • 変化なし

供給 • 変化なし
• 新興国における需要増大による供

給不足
• 変化なし

シナリオ４

需要 • 経済停滞による需要落ち込み
• 主な輸入品の消費先である外食の

落ち込みによる需要減少

• 家計所得低下による消費傾向の落

ち込み

• 巣ごもり需要による生鮮食品に対す

る需要は微増

供給
• 経済停滞や作業場における感染に

よる穀物・飼料供給の低下

• 作業場における感染や港湾混雑な

どによる供給の減少

• 経済停滞や作業場における感染に

よる供給の低下

シナリオ５

需要 • 変化なし • 食肉に対する需要減少

• 食肉に対する需要減少

• 輸入量・生産量の減少による価格

の上昇

供給 • 変化なし • 輸入規制などによる輸入量の減少 • 枝肉生産量の減少

シナリオ６

需要 • 変化なし • 変化なし • 変化なし

供給 • 飼料穀物価格の上昇
• 生産コストの上昇による輸入コストの

上昇
• 生産コスト上昇

シナリオ８

需要 • 変化なし • 変化なし • 変化なし

供給
• 生産コストの上昇

• 生産量の減少

• 生産コストの上昇

• 生産量の減少

• 生産コストの上昇

• 生産量の減少

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜シナリオの影響
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重要シナリオによる国内の食肉流通構造におけるステークホルダーへの影響は以下のように想定できる（1/2）

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜シナリオの影響

飼料メーカー 畜産農家 加工業者 小売・外食店 消費者

シナリオ1

牛
・
豚

• グローバルにおける食肉需要

の増大による飼料需要の増

大およびそれによる穀物需

給への圧迫

• 穀物需給の圧迫により、生

産コストが上昇

• 飼育生産コスト上昇により、

生産量の減少と出荷価格

の上昇

• 輸入肉出回り量の減少に

より、販売価格上昇

• 輸入肉出回り量の減少に

より、小売価格上昇

鶏

• グローバルにおける食肉需要

の増大による飼料需要の増

大およびそれによる穀物需

給への圧迫

• 国産鶏肉の生産量が上昇
• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、卸売価格が低下

• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、小売価格が低下

• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、小売価格が低下

シナリオ4

牛
・
豚

• 生産現場の人数制限など

による生産量低下

• 生産現場の人数制限など

による生産量減少

• 生産現場の人数制限など

による生産量減少

• 外出制限などにより、外食

における消費量の低下

• 経済活動の停滞により消

費が低下するも、巣ごもり需

要などによって、全体として

の消費量は横ばい

鶏
• 生産現場の人数制限など

による生産量低下

• 生産現場の人数制限など

による生産量減少

• 生産現場の人数制限など

による生産量減少

• 外出制限などにより、外食

における消費量の減少

• 経済活動の停滞により消

費が低下するも、巣ごもり需

要などによって、全体として

の消費量は横ばい

シナリオ5

(国内発生)

牛
・
豚

• 変化なし
• 防疫体制施行により、生産

量減少
• 国産肉の生産量減少

• 生産量減少により、供給

ひっ迫、小売価格の上昇
• 消費量の減少

鶏 • 変化なし
• 防疫体制施行により、生産

量減少
• 国産肉の生産量減少

• 生産量減少により、供給

ひっ迫、小売価格の上昇
• 消費量の減少
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重要シナリオによる国内の食肉流通構造におけるステークホルダーへの影響は以下のように想定できる（2/2）

事業者に対するアンケートおよびヒアリングに基づいたシナリオ評価｜シナリオの影響

飼料メーカー 畜産農家 加工業者 小売・外食店 消費者

シナリオ5

(海外発生)

牛
・
豚

• 変化なし • 変化なし

• 輸入停止/制限による輸入

肉の供給減少と生産量の

減少

• 生産量減少により、供給

ひっ迫、小売価格が上昇
• 消費量の減少

鶏 • 変化なし • 変化なし

• 輸入停止/制限による輸入

肉の供給減少と生産量の

減少

• 生産量減少により、供給

ひっ迫、小売価格が上昇
• 消費量の減少

シナリオ6

牛
・
豚

• 穀物価格の高騰による生

産コスト上昇

• 生産コストの上昇に伴う販

売価格の上昇

• 穀物需給の圧迫により、生

産コストの上昇

• 飼育生産コスト上昇により、

生産量の減少と出荷価格

の上昇

• 輸入肉出回り量の減少に

より、販売価格上昇

• 輸入肉出回り量の減少に

より、小売価格上昇

鶏

• 穀物価格の高騰による生

産コスト上昇

• 生産コストの上昇に伴う販

売価格の上昇

• 国産鶏肉の生産量が上昇
• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、卸売価格が低下

• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、小売価格が低下

• 国産鶏肉出回り量の上昇

により、小売価格低下

シナリオ8

牛
・
豚

• 人件費上昇による生産コス

ト上昇

• 人件費上昇による生産コス

ト上昇および生産量の減少

• 人件費上昇による生産コス

ト上昇および生産量の減少

• 生産コスト上昇分が転嫁さ

れ、小売価格が上昇

• 需要者の減少により、消費

が減少

• 小売価格の上昇により、消

費が減少

鶏
• 人件費上昇による生産コス

ト上昇

• 人件費上昇による生産コス

ト上昇

• 人件費上昇による生産コス

ト上昇

• 生産コスト上昇分が転嫁さ

れ、小売価格が上昇

• 需要者の減少により、消費

が減少

• 小売価格の上昇により、消

費が減少
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重要シナリオに対応すべく、すでに様々な取組が整備・実施されている一方、生産者・事業者側の課題は残る

課題の分析および政策提言｜課題の抽出

新興国の経済発展や

人口増大

感染症による経済活動

の停滞

家畜伝染病による供給

の不安定化

原料（穀物等）価格

の上昇

少子高齢化による労働

力不足

生産基盤拡大

人材の育成・

確保

国産飼料生産

・利用拡大

流通体制の

強化

経営安定化

支援

家畜衛生

• 畜産クラスター事業

• 和牛の増頭等

• 畜産生産体制の強化

• ＩＣＴを活用した畜産経営体の生

産性の向上

• 新規就農者の育成・確保に向けた

総合的な支援

• 多様な経営体等の事業展開の促進

• 外国人材受入総合支援事業

• 国産飼料の生産拡大・飼料の安定

供給

• 配合飼料価格高騰緊急対策

• 食肉流通構造高度化

• 加工施設再編

• 畜産・酪農経営安定対策（経営安

定交付金など）

• 家畜衛生等総合対策

重要シナリオ
現状の取組

（令和４年度予算案より抜粋）

• 生産現場における労働力不足の解決

• 少子高齢化に対応した国内需要の開拓

• 生産現場における少子高齢化・農家減少による

労働力不足の解決

• 労働集約的な作業の改善

• 一部の国への輸入依存の緩和

• 増産に向けた設備投資などが必要

• 国産飼料の収量拡大への根本的な限界の認識

• 加工施設における労働集約的な作業の改善

• 家畜衛生に対するモニタリング・予防体制の強化

• 担い手不足、高い生産コストなどによる構造改革

の遅れ

生産者/事業者の課題
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各課題に対し、以下の打ち手が考えられる

課題の分析および政策提言｜政策提言

生産基盤拡大

人材の

育成・確保

国産飼料生産

・利用拡大

流通体制の

強化

経営安定化

支援

家畜衛生

• 生産現場における労働力不足の解決

• 少子高齢化に対応した国内需要の開拓

• 生産現場における少子高齢化・農家減少に

よる労働力不足の解決

• 労働集約的な作業の改善

• 特定国への輸入依存緩和

• 増産に向けた設備投資などが必要

• 国産飼料の収量拡大への根本的な限界の

認識

• 加工施設における労働集約的な作業の改善

• 家畜衛生に対するモニタリング・予防体制の

強化

• 担い手不足、高い生産コストなどによる構造

改革の遅れ

生産者/事業者の課題

• 生産・加工現場の自動化・スマート化の拡大

• チェックオフ制度導入による国内における食肉

需要開拓

• 輸出のさらなる拡大

• 生産・加工現場の自動化・スマート化拡大

• 若手生産者への支援拡大

• 海外穀物事業の推進

• 生産・加工現場の自動化・スマート化拡大

• 家畜衛生情報プラットフォームの構築

• 防疫業務の自動化・電子化

• チェックオフ制度導入による国内における食肉

需要開拓

• 輸出のさらなる拡大

• 若手生産者への支援拡大

打ち手の方向性

生産現場の

自動化促進

チェックオフ制度の

導入

家畜衛生

モニタリングの

情報システム化

輸出の拡大

海外穀物事業の

推進検討

若手生産者への

支援拡大
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オランダの配合飼料製造者Booijink Veevoeders B.V.(売上約50M USD)は、業務効率化のため、KSE社の生産

管理・ファクトリー・オートメーション・ソフト「PROMAS ST」を導入している

課題の分析および政策提言｜政策提言

◼ファクトリー・オートメーション・ソフト「PROMAS ST」の概要

⚫ 中小企業から大企業までが利用可能

⚫ 生産能力と品質を向上させ、コスト削減を支援

⚫ Windowsプラットフォームによる直感的操作

⚫ 機械制御から完全な工場自動化までモジュール式でスケーラブル

⚫ ハードウェアに依存せず、アップグレードが容易

⚫ 交差汚染を防止するトレーサビリティ機能搭載

出所）KSE
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デンマークやオーストラリア等の海外を中心に、屠畜場での自動化・AIを搭載したロボットの導入が進み始めている

課題の分析および政策提言｜政策提言

• AIを搭載したロボットがリフティング作業を行っている

• フックを掛けるべき場所を特定し、肉の品質を妨げない部分

を掴んで正しい場所に置くことができる

デンマークの屠畜場で既に導入されているAI搭載型ロボット

出所）公益財団法人日本食肉生産技術開発センター「デンマークの食肉処理ロボット技術及び と畜場におけるアニマルウェルフェアに関する報告書」「豪州における食肉処理ロボット技術及びと畜場における

アニマルウェルフェアの法制度等に関する調査報告書」、https://scottautomation.com/en/products/meat/beef

Scott Technology社の牛リブカットロボット

• オーストラリア食肉家畜生産社事業団とScott Technology

社（ニュージーランド）による連携開発

• 背割りした枝肉の位置や輪郭を正確に探知する技術を統合

したロボットを使用して、骨抜きの前に枝肉側面の正確な位

置に鋸を入れることができる
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諸外国においては、農林畜産業界においてチェックオフ制度の活用により、生産者が主体になって需要開拓、販売

促進、輸出促進、R&Dなどの活動を行っている

課題の分析および政策提言｜政策提言

チェックオフ制度の仕組み

農協農家 卸・商社

政府

チェックオフ団体

権限の委任

（・監督）

徴収納付

報告・承認

強制

チェックオフ

政府

補助金

需要開拓

販売促進

輸出促進

収入 支出

チェックオフ団体の活動

R&D

・・・

生産者から徴収したチェックオフ資金と政府

からの補助金を原資に、生産者主体の活

動を行う
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諸外国では、家畜伝染病の予防とモニタリングのためのシステム構築が早くから進んでいる

課題の分析および政策提言｜政策提言

◼諸外国では、家畜伝染病の防疫のため、政府・業界団体の主導のもとに家畜伝染病のモニタリングシステムの導入が進んでいる

◼特に、これらのシステムは、輸出促進を視野に入れ、国連食糧農業機関（FAO）など国際機関への報告にも対応していることが多い

*National Animal Health Report System **National Livestock Identification System

出所）USDA-APHIS Youtube (https://www.youtube.com/watch?v=Ny0U3PYh8IU)、 Animal Health Australia

米国NAHRS*の概要

• 米国では、農務省（USDA-APHIS）、全米家畜衛生協会

（USAHA）、全米獣医学診断協会（AAVLD）が共同で構築した

家畜防疫モニタリング・報告システムのNAHRSが運営中

• 農家や事業者が予め指定されている疾病に関するデータをオンライン上

で報告を行い、そのデータをもとに防疫の察知および意思決定を支援

• 特に、米国はBSEの発生以来、畜産物の輸出を促進するため、積極的

に防疫モニタリング体制を構築している

【入力データ】

• 畜種

• 月次の衛生検査・診断結果

豪州NLIS**の概要

【入力データ】

• 畜種

• 衛生検査・診断結果

• 豪州も、米国同様、家畜DB管理システムを運営

• 豪州政府は、NLISに家畜のID、資産識別コード（PIC）、移動データ

などを連携させ、家畜の動きをモニタリングしている
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韓国では農業が盛んな地域を背後に持つ群山港を「糧穀ふ頭」として指定し、戦略的に支援を行っている

課題の分析および政策提言｜政策提言

群山港の位置および畜産農家の比率（2020）

出所）韓国統計庁、韓国海洋水産部

23.5%

11.9%

19.0%

◼韓国の西南部は農業が盛んな地域であり、全国の畜産農家の5割以上が存在している

◼韓国は、西南部に位置する群山港を2011年度より「糧穀ふ頭」として指定しており、同港は仁川港に次ぎ、韓国では飼料・穀物の取扱量が2

位となっている

ソウル

群山港




